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建設 11 8.27 
食品 5 3.76 
繊維 3 2.26 
パルプ・紙 1 0.75 
化学・薬品 16 12.03 
石油・ゴム・ガラス・セメント 2 1.50 
鉄鋼・金属 10 7.52 
一般機械 16 12.03 
電気機械 12 9.02 
輸送用機器 9 6.77 
精密・その他製造 9 6.77 
卸売・小売 16 12.03 
不動産 3 2.26 
運輸・倉庫 3 2.26 
情報・通信 4 3.01 
電気・ガス 3 2.26 
サービス 2 1.50 
その他 2 1.50 








27.1%，30億～ 50億未満9.8%，50億～ 100億未満18.1%，100億～ 200億未満
11.3%，200億～ 500億未満15.8%，500億～ 1,000億未満9.8，1,000億以上2.3%
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一般会計 84.7% 15.3%   0% 1.15 0.36 
固定資産管理 77.9% 20.6% 1.5% 1.24 0.46 
仕入債務管理 83.3% 15.2% 1.5% 1.18 0.42 
売上債権管理 85.6% 12.1% 2.3% 1.17 0.43 
予算管理 37.1% 49.2% 13.6% 1.77 0.68 
現金管理 61.4% 34.1% 4.6% 1.43 0.58 
原価管理 59.4% 33.6% 7.0% 1.48 0.63 
利益管理 47.3% 42.0% 10.7% 1.63 0.67 
資金管理 28.2% 48.1% 23.7% 1.95 0.72 
経営分析  9.9% 65.7% 24.4% 2.15 0.57 
投資分析  6.2% 48.1% 45.7% 2.40 0.60 
経費管理 56.1% 37.1% 6.8% 1.51 0.62 
連結会計 52.8% 28.0% 19.2% 1.66 0.78 
税務申告 31.8% 48.8% 19.4% 1.88 0.71 
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購買管理システム 50.0% 32.8% 17.2% 1.67 0.75
販売管理システム 52.3% 30.5% 17.2% 1.65 0.76
在庫管理システム 47.7% 29.7% 22.7% 1.75 0.80
人事管理システム 21.3% 39.4% 39.4% 2.18 0.76
生産管理システム 24.2% 33.3% 42.5% 2.18 0.80
品質管理システム 10.1% 27.7% 62.2% 2.52 0.68
顧客管理システム 25.0% 31.5% 43.6% 2.19 0.81



































































































































































































購買情報 68.6% 24.0% 7.4% 1.39 0.62
販売情報 77.8% 18.3% 4.0% 1.26 0.52
在庫情報 73.4% 17.7% 8.9% 1.35 0.64
人事情報 66.9% 23.6% 9.5% 1.43 0.66
生産情報 47.0% 31.3% 21.7% 1.75 0.79
品質情報 25.7% 44.3% 30.1% 2.04 0.75
顧客情報 47.5% 34.8% 17.8% 1.70 0.76
























































































































－149 （     ）－
関係がみられたのは，「資金管理」のみでありそれ以外はほとんど有意な関係
が認められなかった。
一般会計 固定資産管理 仕入債務管理 売上債権管理 予算管理 現金管理
漸近有意確率 n.s. n.s. n.s. n.s. n.s. n.s.
原価管理 利益管理 資金管理 経営分析 投資分析
漸近有意確率 n.s. n.s.  ＊  n.s. n.s.
経費管理 連結会計 税務申告
漸近有意確率 n.s. n.s. n.s.
Kruskal Wallis 検定
グループ化変数 : システム開発形態








従属変数 (I) システム開発形態 (J) システム開発形態 平均値の差 (I-J)
システム化の範囲：
資金管理
ERP を利用 自社で開発 n.s.






  その他 n.s.
＊平均の差は .05 レベルで有意






















































(J) システム開発形態 平均値の差 (I-J)
   下限
購買管理システム
との統合
自社で開発 ERP を利用 n.s.




 ERP を利用 自社で開発 n.s.






ERP を利用 自社で開発 n.s.






自社で開発 ERP を利用 n.s.




 ERP を利用 自社で開発 n.s.









  ERP を利用 n.s.
  ERP 以外のパッケージソフトを利用  ＊ 
人事管理システム
との統合
ERP を利用 自社で開発   n.s.














－152 （     ）－
生産管理システム
との統合
自社で開発 ERP を利用 n.s.




 ERP を利用 自社で開発 n.s.






自社で開発 ERP を利用 n.s.






自社で開発 ERP を利用 n.s.






自社で開発 ERP を利用 n.s.




 ERP を利用 自社で開発 n.s.
















































 一般会計 固定資産管理 仕入債務管理 売上債権管理 予算管理 現金管理
漸近有意確率 n.s. n.s. n.s. n.s.  ＊  n.s.
原価管理 利益管理 資金管理 経営分析 投資分析
漸近有意確率 n.s. n.s.  ＊  n.s.  ＊ 
経費管理 連結会計 税務申告
漸近有意確率 n.s.  ＊  n.s.
Kruskal Wallis 検定
グループ化変数 : 売上規模
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
総資産規模とシステム化の範囲
 一般会計 固定資産管理 仕入債務管理 売上債権管理 予算管理 現金管理
漸近有意確率 n.s. n.s. n.s. n.s. n.s.  ＊ 
原価管理 利益管理 資金管理 経営分析 投資分析
漸近有意確率 n.s. n.s.  ＊  n.s.  ＊ 
経費管理 連結会計 税務申告
漸近有意確率 n.s.  ＊  n.s.
Kruskal Wallis 検定
グループ化変数 : 総資産額
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
従業員規模とシステム化の範囲 ：
一般会計 固定資産管理 仕入債務管理 売上債権管理 予算管理 現金管理
漸近有意確率 n.s. n.s.  ＊  n.s.  ＊   ＊ 
原価管理 利益管理 資金管理 経営分析 投資分析
漸近有意確率 n.s. n.s.  ＊   ＊   ＊ 
経費管理 連結会計 税務申告
漸近有意確率 n.s.  ＊  n.s.
Kruskal Wallis 検定
グループ化変数 : 従業員数
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
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従属変数 (I) 売上規模 (J) 売上規模 平均値の差 (I-J)
システム化の範囲：資金管理 300 億未満 300 億～ 1000 億 n.s.
  1000 億～ 3000 億 n.s.
  3000 億以上  ＊ 
 300 億～ 1000 億 300 億未満 n.s.
  1000 億～ 3000 億 n.s.
  3000 億以上  ＊ 
システム化の範囲：投資分析 300 億未満 300 億～ 1000 億 n.s.
  1000 億～ 3000 億 n.s.
  3000 億以上  ＊ 
システム化の範囲：連結会計 300 億未満 300 億～ 1000 億 n.s.
  1000 億～ 3000 億  ＊ 
  3000 億以上  ＊ 
 300 億～ 1000 億 300 億未満 n.s.
  1000 億～ 3000 億 n.s.
  3000 億以上  ＊ 
＊平均の差は .05 レベルで有意








従属変数 (I) 総資産額 (J) 総資産額 平均値の差 (I-J)
システム化の範囲：資金管理 300億未満 300億～ 1000億未満 n.s.
  1000億～ 3000億未満 n.s.
  3000億以上  ＊ 
システム化の範囲：投資分析 300億未満 300億～ 1000億未満 n.s.
  1000億～ 3000億未満 n.s.
  3000億以上  ＊ 
システム化の範囲：連結会計 300億未満 300億～ 1000億未満  ＊ 
  1000億～ 3000億未満  ＊ 
  3000億以上  ＊ 
 300億～ 1000億未満 300億未満 n.s.
  1000億～ 3000億未満 n.s.
  3000億以上  ＊ 
＊平均の差は .05 レベルで有意




















予算管理 原価管理 利益管理 資金管理
一般会計 1 .684（＊＊）.574（＊＊）.576（＊＊）.241（＊＊）.312（＊＊）.311（＊＊） .082
固定資産
管　　理
.684（＊＊） 1. .458（＊＊）.411（＊＊）.311（＊＊）.297（＊＊）.354（＊＊） .185（＊）
仕入債務
管　　理
.574（＊＊）.458（＊＊） 1 .829（＊＊）.305（＊＊）.604（＊＊）.499（＊＊） .126
売上債権
管　　理
.576（＊＊）.411（＊＊）.829（＊＊） 1 .214（＊）.505（＊＊）.451（＊＊） .096
予算管理 .241（＊＊）.311（＊＊）.305（＊＊） .214（＊） 1. .419（＊＊）.515（＊＊）.478（＊＊）
原価管理 .312（＊＊）.297（＊＊）.604（＊＊）.505（＊＊）.419（＊＊） 1 .675（＊＊）.387（＊＊）
利益管理 .311（＊＊）.354（＊＊）.499（＊＊）.451（＊＊）.515（＊＊）.675（＊＊） 1 .541（＊＊）
































漸近有意確率 n.s. n.s.  ＊ 
Kruskal Wallis 検定
グループ化変数 : 売上規模



















漸近有意確率 n.s. n.s. n.s.
Kruskal Wallis 検定
グループ化変数 : 総資産額





















漸近有意確率 n.s. n.s.  ＊  n.s.
Kruskal Wallis 検定 グループ化変数 : 従業員数










従属変数 (I) 売上規模 (J) 売上規模 平均値の差 (I-J)
購買管理システムとの統合 300 億未満 300 億～ 1000 億 n.s.
  1000 億～ 3000 億 n.s.
  3000 億以上  ＊ 
 300 億～ 1000 億 300 億未満 n.s.
  1000 億～ 3000 億 n.s.
  3000 億以上  ＊ 
在庫管理システムとの統合 300 億未満 300 億～ 1000 億 n.s.
  1000 億～ 3000 億 n.s.
  3000 億以上  ＊ 
＊平均の差は .05 レベルで有意

































































































漸近有意確率  ＊  漸近有意確率  ＊  漸近有意確率  ＊ 
グループ化変数 : 売上規模 グループ化変数 : 総資産額 グループ化変数 : 従業員数
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
　同様に分散分析を実施したところ，資本金規模，売上高規模，総資産規模，
従業員規模で有意な結果がでた。次に売上規模と従業員規模で多重比較を示す。
売上規模と ERP 導入の可能性 ：
多重比較
Bonferroni 
(I) 売上規模 (J) 売上規模 平均値の差 (I-J)
300 億未満 300 億～ 3000 億未満 n.s.
 3000 億以上  ＊ 
300 億～ 3000 億未満 300 億未満 n.s.
 3000 億以上 n.s.
＊平均の差は .05 レベルで有意です。
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
　Bonferroniによるその後の検定では，売上規模300億未満の企業と3000億
以上の企業でERPの導入に差がみられた。
従業員規模と ERP 導入の可能性 ：
多重比較
Bonferroni 
(I) 従業員数 (J) 従業員数 平均値の差 (I-J)
500 人未満 500 人～ 4000 人未満  ＊ 
 4000 人以上  ＊ 
500 人～ 4000 人未満 500 人未満  ＊ 
 4000 人以上 n.s.
＊平均の差は .05 レベルで有意です。
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
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一般会計 固定資産管理 仕入債務管理 売上債権管理 予算管理 現金管理
漸近有意確率 n.s. n.s. n.s. n.s. n.s. n.s.
原価管理 利益管理 資金管理 経営分析 投資分析
漸近有意確率 n.s. n.s.  ＊  n.s.  ＊ 
経費管理 連結会計 税務申告
漸近有意確率 n.s. n.s. n.s.
Kruskal Wallis 検定
グループ化変数 : ＥＲＰの導入の可能性
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業務情報：購買 業務情報：販売 業務情報：在庫 業務情報：人事 業務情報：顧客
漸近有意確率  ＊  n.s.  ＊   ＊   ＊ 
業務情報：生産 業務情報：品質 業務情報：物流
漸近有意確率  ＊   ＊   ＊ 
Kruskal Wallis 検定
グループ化変数 : ＥＲＰの導入の可能性


































漸近有意確率  ＊  n.s. n.s.  ＊  n.s. n.s.
a  Kruskal Wallis 検定
b  グループ化変数 : 売上規模














漸近有意確率 n.s. n.s. n.s.  ＊  n.s.  ＊ 
a  Kruskal Wallis 検定
b  グループ化変数 : 総資産額














漸近有意確率  ＊  n.s. n.s.  ＊  n.s. n.s.
a  Kruskal Wallis 検定
b  グループ化変数 : 従業員数







従属変数 (I) 売上規模 (J) 売上規模 平均値の差 (I-J)
会計データ入力方法 300 億未満 300 億～ 1000 億 n.s.
  1000 億～ 3000 億  ＊ 
  3000 億以上  ＊ 
 300 億～ 1000 億 300 億未満 n.s.
  1000 億～ 3000 億 n.s.
  3000 億以上 n.s.
＊平均の差は .05 レベルで有意です。
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
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従属変数 (I) 従業員数 (J) 従業員数 平均値の差 (I-J)
会計データ入力方法 500 人未満 500 人～ 1000 人未満 n.s.
  1000 人～ 4000 人未満 n.s.
  4000 人以上  ＊ 
 500 人～ 1000 人未満 500 人未満 n.s.
  1000 人～ 4000 人未満 n.s.
  4000 人以上 n.s.
＊平均の差は .05 レベルで有意です。




















 業務情報：購買 業務情報：販売 業務情報：在庫 業務情報：人事 業務情報：顧客
漸近有意確率 n.s. n.s. n.s. n.s.  ＊ 
業務情報：生産 業務情報：品質 業務情報：物流
漸近有意確率  ＊   ＊  n.s.
a  Kruskal Wallis 検定
b  グループ化変数 : システム開発形態










従属変数 (I) システム開発形態 (J) システム開発形態 平均値の差 (I-J)
業務情報：顧客 自社で開発 ERPを利用 n.s.




 ERPを利用 自社で開発 n.s.









  ERPを利用 n.s.
  ERP以外のパッケージソフトを利用  ＊ 
業務情報：生産 自社で開発 ERPを利用 n.s.




 ERPを利用 自社で開発 n.s.







  ERPを利用 n.s.
  ERP以外のパッケージソフトを利用  ＊ 
業務情報：品質 自社で開発 ERPを利用 n.s.




 ERPを利用 自社で開発 n.s.







  ERPを利用 n.s.














売上規模と作成 ・ 利用している業務情報 ：
 業務情報：購買 業務情報：販売 業務情報：在庫 業務情報：人事 業務情報：顧客
漸近有意確率  ＊  n.s. n.s. n.s. n.s.
業務情報：生産 業務情報：品質 業務情報：物流
漸近有意確率 n.s. n.s.  ＊ 
Kruskal Wallis 検定
グループ化変数 : 売上規模
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
総資産規模と作成 ・ 利用している業務情報 ：
 業務情報：購買 業務情報：販売 業務情報：在庫 業務情報：人事 業務情報：顧客
漸近有意確率  ＊  n.s. n.s. n.s.  ＊ 
業務情報：生産 業務情報：品質 業務情報：物流
漸近有意確率  ＊   ＊   ＊ 
Kruskal Wallis 検定
グループ化変数 : 総資産額
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
従業員規模と作成 ・ 利用している業務情報 ：
 業務情報：購買 業務情報：販売 業務情報：在庫 業務情報：人事 業務情報：顧客
漸近有意確率  ＊  n.s.  ＊  n.s. n.s.
業務情報：生産 業務情報：品質 業務情報：物流
漸近有意確率 n.s. n.s.  ＊ 
Kruskal Wallis 検定
グループ化変数 : 従業員数
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総資産規模と作成 ・ 利用している業務情報 ：
多重比較
Bonferroni 
従属変数 (I) 総資産額 (J) 総資産額 平均値の差 (I-J)
業務情報：購買 300 億未満 300 億～ 1000 億未満 n.s.
  1000 億～ 3000 億未満 n.s.
  3000 億以上  ＊ 
業務情報：顧客 300 億未満 300 億～ 1000 億未満 n.s.
  1000 億～ 3000 億未満 n.s.
  3000 億以上  ＊ 
業務情報：生産 300 億未満 300 億～ 1000 億未満 n.s.
  1000 億～ 3000 億未満 n.s.
  3000 億以上  ＊ 
業務情報：品質 300 億未満 300 億～ 1000 億未満 n.s.
  1000 億～ 3000 億未満 n.s.
  3000 億以上  ＊ 
業務情報：物流 300 億～ 1000 億未満 n.s.
 300 億未満 1000 億～ 3000 億未満 n.s.
  3000 億以上  ＊ 
＊平均の差は .05 レベルで有意です。
















 業務情報：購買 業務情報：販売 業務情報：在庫 業務情報：人事 業務情報：顧客
漸近有意確率  ＊  n.s.  ＊  n.s.  ＊ 
 業務情報：生産 業務情報：品質 業務情報：物流
漸近有意確率  ＊   ＊   ＊ 
Kruskal Wallis 検定
グループ化変数 : 業種




製造業 ・ 非製造業の分類と作成 ・ 利用している業務情報
多重比較
Bonferroni 
従属変数 (I) 業種 (J) 業種 平均値の差 (I-J)
業務情報：購買 製造業 非製造業  ＊ 
  その他　 n.s.
業務情報：在庫 製造業 非製造業  ＊ 
  その他　 n.s.
業務情報：顧客 製造業 非製造業  ＊ 
  その他　 n.s.
業務情報：生産 製造業 非製造業  ＊ 
  その他　 n.s.
業務情報：品質 製造業 非製造業  ＊ 
  その他　 n.s.
業務情報：物流 製造業 非製造業  ＊ 
  その他　 n.s.
＊平均の差は .05 レベルで有意です。
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
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漸近有意確率  ＊  n.s. n.s. n.s.
a  Kruskal Wallis 検定
b  グループ化変数 : 売上規模
＊は 5% 有意，n.s. は非有意







漸近有意確率  ＊  n.s.  ＊  n.s.
a  Kruskal Wallis 検定
b  グループ化変数 : 総資産額
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
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－173 （     ）－







漸近有意確率  ＊  n.s. n.s. n.s.
a  Kruskal Wallis 検定
b  グループ化変数 : 従業員数
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
　分散分析を行ったところほぼ同じ結果となったが，売上規模と従業員規模に
ついて多重比較を示す。
売上規模と電子商取引， 電子情報開示， 連結会計情報システムの関係 ：
多重比較
Bonferroni 
従属変数 (I) 売上規模 (J) 売上規模 平均値の差 (I-J)
電子商取引の実施 300 億未満 300 億～ 1000 億 n.s.
  1000 億～ 3000 億  ＊ 
  3000 億以上  ＊ 
300 億～ 1000 億 300 億未満 n.s.
  1000 億～ 3000 億 n.s.
  3000 億以上 n.s.
＊平均の差は .05 レベルで有意です。





－174 （     ）－
従業員規模と電子商取引， 電子情報開示， 連結会計情報システムの関係 ：
多重比較
Bonferroni 
従属変数 (I) 従業員数 (J) 従業員数４ 平均値の差 (I-J)
電子商取引の実施 500 人未満 500 人～ 1000 人未満 n.s.
  1000 人～ 4000 人未満 n.s.
  4000 人以上  ＊ 
 500 人～ 1000 人未満 500 人未満 n.s.
  1000 人～ 4000 人未満 n.s.
  4000 人以上 n.s.
＊平均の差は .05 レベルで有意です。


























































































－178 （     ）－
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